
平成22年度 一般・特別会計決算額調

余   = 入 形 :

B 59594968 57927091 53727167 1200,24 16080 183941

特

男1

〈
〓

針

港 湾 整 ロ 594115 586949 586949
青 果 物 市 場 49788 43607 43607
水 産 物 市 場 38622 06022 36022
国 民 健 康 保 険 17106638 16866001 16795927 70074 70074
土 地 取 得 0480 537 537

老 人 保 健 33163 31115 01115
住 宅 1815936 172113∞ 1720300
簡 易 水 遭 180449 170404 179404
介 護 保 験 13098760 13024748 12982113 42635 42.635

産 康 73876 65009 65639
後 期 高 II 1928185 1878525 1851760 20765 26765
物 品 4000 3515 3515

`

34929002 34436362 04296888 109474 139474
合 II 94523970 92383453 91023955 1300498 16083 1323415

1市 14045500 14248873 200373
2 与 405300 4061∞ 860

3利 子 49100 49034 534

4配 当 割 交 付 金 ■000 12515 9515
5 妹ヨ●●コ饉菫輌

"ヨ

文付金 1000 4017 3017
o地方消費税交付 140フ 000 1422261 15201
7ゴ ルフ場 力I用 税 47 aXl 44.004 ▲2900
8自 動 車 取 得 税 74.000 73087 4087
9固 有 提 供 施 設 400 409 9

10地 方 持 ●4交 付 : 158075 158.0,5

11地 方 交 付 税 :6385265 16460.982 75717

こ 30000 23.140 ▲ 1800
13分担 金 び負担 399406 373627 ▲ 25779
14 モ 1000274 960923 ▲30351
15国 庫 支 出 1215130' 11306693 ▲ 845114

＾
０ 3602657 3188845 ▲413812
17 ι 入 81586 70078 ▲,908
,3 39765 52955 13190

入 金 1 121709 1070120 ▲4ar.89

20 一収 入 3244057 3339566 95509

債 5044262 4634662 ▲709600
22繰  越  金 3805 3805

59594968 5,92,091 ▲ 1607877
平成22年度 各企業会計決算額調

会 計 別
収 蚕 的 収 夏 資 本 的 収 又 ■,利示

(不足)額収  入 支  出 差 弓1額 収 入 支 出 差 弓l額
輌 麟 10424611 9224851 1199760 248874 765525 ▲ 516651 140498
水 適 3001613 2533170 468443 1148058 2492249 ▲ 13“ 191 345518
ド 水  道 3700043 3012216 777327 2350973 4610189 ▲2262216 198898
奎彙廃 豪物 114988 108252 6736 257461

17331255 14878480 2452766 3747905 7870963 ▲4123058 1442370

款 メ1 決算額 比  較

l 会 費 229651 227596 2,055

2彰 務 費 1526467 1385046 141422
3民   生   質 23535316 22044457 1240859
4街  生 菱 5600922 5591029 99293
5労   働   費 111159 102018 8141
6農 林 水 産 葉 費 346490 343157 3333
7両   工   費 2012お 11 19'9060 33551
3土  木 費 5432000 5279377 152980
9消   防  費 262502 249581 12921
10 費 3365954 24910o8 374646
11 害 復 I日 費 195445 177942 17503
12 公 費 6.816605 0701420 35212
13 出  金 1.154787 1 139939 14348
14 年鷹繰上充用 00728 30723
15腱 員 与 費 3790510 8603007 187503
16 予 吾 40431 40431

〈
ロ 59594968 56727067 2867001



「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に係る健全化判断比率等について

化計画及び公営企業経営健全化計画を策定する制度などを定め、計画の実施の

財政の健全化に資することを日的としている(第 1条 )。

0年度決算から適用された。(附則第 1条 )。

公表するとともに、速やかに都道府県知事に報告しなければならない。
ればならない(第 3条、第 22条 )。

1値を、 11月 に確定値を公表する予定)

の2

健全化判断比率等 基 準 値 説  明  等

(H21:― %)

実質赤字比率 hi期健全化基準

(小樽市の場合)

11.68%
財政再生基準

20 00%

〔説明]～ 別紙「総括表①」

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

[算式]

一般会計等の実質赤字額 / 標準財政規模

連結実質赤字比率

(H21:― %)

早期健全化基準

(小樽市の場合)

16 68%
財政再生基準

× 35 00%

[説明〕～別紙「総括表①」

全会計を対象とした実質赤字及び資金不足の合計から実質黒字及び資金余乗1の 合計を控除した額の

際準財政規模に対する比率

〔算式]

(実質赤字額+資金不足額) ― (実施黒字額+資金余剰額)

標準財政規模

実質公債費比率

14 8%

(1121: 15 5●/O)

早期健金化基準

25 0%
財政再生基準

0%35

[説 511]～別紙「総括表②」

一般会計等が負担する元利償遼金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率

[算式]

(元利債還金+準元利債還金)― (特定財源+元利債還金 準元rll僚選金に係る基準財政需要額算入額) 
の3か年平均

標準財政規模 ― (元 all債還金 準元利債還金に係る出

“

財政需要額算人額)

将来負担比

1 13

(121:l18 8%)

6%
早期健仝化基準

350 0%
財政再生基準

規定なし

[説明]～ 「総括表③」

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

[算式 ]

将来負担額― (充当可能基金額+特定財源見込額+地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額)

標準財政規模― (元利債還金 準元利債盪金に係る基準財政需要額算入額)

資金不足比率

(病院) ~

(H21: 13  3●/c)

経営健全化基準

20 0%
[説明]～「総括表④」

公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率

[算式]

資金の不足額 / 事業の規模

■院事業会IIの資金不足饉 (■●:百万円)

比率の財政再生基準…平成20、 21年度決隻40%、 平成22`●度決算35%、 平成23年度決算以降30%(施行令第8条及び施行令附則第5条 )※連結実質
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: 計
~名

資金 不足・剰余額

宅
地
造
成
事
業
以
外
　
宅
地
造
成
事

地
方
公
営
企
業
法
適
用
企
業

業会計
事業会i

輛
下

0

845,518

198.898

一――一-2'理四

小  計           D 1301877
0

0

0

378,709

小  計        上 378,709

合   計       lyttξ 3.004,OllCl

…

掲〕      B 33,034109~~~T面
顧実質赤字比率 (%) -9t19

赫 債の残高並びに減価償却費を上回る市債の元金債通薇そ理靡してい3丁 o

一
叡
鍮
餓
錯
斜
Ｍ
ゆ
辞
倒
畦
銀
わ

以
外

の
会
計

瞳屁 糀

139,473

※ 資金不足額の算定は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令第3条に基づき、退職手当薇及び公立病院特例債の残F

※ 資金剰余額の算定は、同法施行令第4条に基づき、宅地造成事業に係る地方債の残高を上回る土地収入見込額を加算しています。



総括表② 実質公債費比率の状況(平成22年度)

に保るこ準財
政需■頷

災詈重旧

に係る基準財
政需晏額(準元
利償退金に係
るものに瞑る)

り基準財政霊妻
こ,入された

鵜こした

こと露められ
る補助金又は
■担金

る薇務負担行
ハに係るもの

地方債の1年
当たりの元金
償遺全に相当
するもの

る経費の財
とする地方
の使選の財

置に力てたと
認められる繰
入金

頷(繰上債違 考慮して算定

公債■(準元

00 (0 (ゆ ① 6う

雷鷹補正によ
り基準財政需
要額に算入さ
れた元利償遺
金

口層輌正によ

り基準財政需

要饉に,入さ

れた準元利償
還金〈地方僕
の元利償遺饉
を■雑として

'入
されたも

のに限る〉

薇奉

"収
入ヨ

等

詈通文付壌菫 暉囁財政対策

債発行可能額

平成 20 212869 16485376 13828919 1 111274

平 ′ 21` 22348C 15990355 14420300 1724735
,' 222495 15142582 15222265 2669262

実質公債■
比率
(■年度)

平成20年度 1525498
21年 j 1506554
22年 j 1413722

が施設の建設
のために借り
入れた借入金
の償遺に対す
る補助

に準すると認
められるもの

算式の項目 内訳 額

元利償遺金          A ①+②+③+④+⑤+⑥+⑦ 10331,41

特定財源           B ③ 1.334.00逍

二型g澤塞」雇顧烈電計
金に係る。⑨+⑩+⑪+⑫+⑬+⑭ 498004`

標準財政規模         D D+⑮ +① 30.034109

A― B― C

D―C

3,986064

23054061
=  1413722



総括表③ 将来負担比率の状況(平成22年度)

将来負担額

充当可能財源等

将来負担額 A

94.269.845

充当可能財源●IB

62,389,827

A ― B

31.880.018 将来負担比率 (96)

1136

標準財政規模 0

33.034,109

算入公債費等の額 D

4.98Q046

の理 Dは、

0-D

28.054.063

元利償選金 準元利償還金に係る
基準財政需要額算入饉と同じ

地方債の現在高
使務負担行為に
基づく支出予定

饉
辮 1負轟 螢

退職手当
負担見込薇 盤 臨 匠 l燻ふ 1島話轟 1蕩再 】繰

組合等連結実質
赤字観彙担見込額

合ll

55.102.504 302,546 22,024,フ401 5,687603 10.550.1121   602.340 0 602,340 0 01 0 94,260,845

充当可能基金
充当可能
特定晟入

  |ぅち都市計画税

基準財政需要額
算入見込饉

合計

1.273.2171   12,788,899
|

8.216.838 48,327,711 62.389,827



総括表④ 公営企業会計に係る資金不足額等(平成22年度) 標準財政規模 α)    1    03034109

i千

特男1会lt名

(1)

流動負債

(2)

算入
地方債

(3)

流動資産
一
騰
駆

０　嚇嬬

0)

(1>(21く 0■(4)

〈6)解消可能
資金不足饉

(7)資金不足額

剰余額 ※

(5ン (0)

(3)企業ごとの

資金不足輌
・剰余螢※

(9)

営業収益の額―

受

“

工事収益の頷
(事業の規模)

資金不足比率

〈(3)/(0)、 %)

地
方
公
営
企
業
法
適
用
企
業

宅
地
造
成
事
業
以
外

病院事業会計 1265088 1659317 1405.881 0 1.5,3824 1789.419 0 7903132

水道事業会lt 122040 0

0

967661

361799

0 ▲ 345,518 0 045513 2 7bU 003

下水道事業会計 162901 0

0

▲ 198.398 198898

257.461 二

一

106722
産業廃棄物等処分事業会計 12722 0 270183 ▲ 257461

特男1会計名

(1)

歳出額
②　鍬蹴

(3)

歳入額

(3)

土地収入

見込額

(4)

地方債
残高

(5)

(1)+(2)― (3)―

(3.)+(4)

(6)解 消可能
資金不足螢

(7療金不足額
剰余額 ※

(5)～ (6)

(3)企業ごとの

資金不足額
剰余額※

(9)

営業収益の額―

受

“

工事収益の額
(事業の規模)

資金不足比率

((8)/(0)、 96)

01 0 11975

19024

劉̈
コ
、
営
企
業
法
非
適
用
企
降

宅
地
遣
成
事
業
以
外

青果物卸売市場事業特別全II

水産物卸売市■事業特男1会計

簡易水道事業特男1会計

43600 43100

3602236022

179405

0

0

0 一
　

　

一
179405 0 59,951

宅
地
達
成

港湾整備事業特別会BI 50095〔 500,950 332.569 386C ▲ 378700 0 378709 300244

0 0

0

0

※(71は 、連絡実質赤字比率の算定に用いる額(資金不足額は負の値で表示)であり、(elは 、資金不足比率の算定に用いる極(資金不足観は正の値で表示)であります。
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